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奨励賞受賞業績 ライフサイクル思考を用いた環境影響の

体系的解析に関する研究

~地域・生活の視点から~

田畑智博

1.はじめに

筆者がこれまで、に行ってきた「環境影響の体系的

解析に関する研究」が，今回奨励賞という大変名誉

ある賞を頂く機会を得た。ここでいう体系的解析と

は，企業や家庭等の経済的・社会的活動，活動に伴

い発生する環境的な影響を体系的に理解すること，

そして国や地方公共団体が計画あるいは実施してい

る対策等の有効性を評価し，環境面からより良い方

向に導いていくための最適解を導出することである

と筆者は考えている(もちろん，経済的，社会的な

影響の評価も大事である)。特に，企業や家庭等の

活動に伴う種々の影響を時間的 空間的な視点から

備蹴し包括的な評価を行う考え方であるライフサ

イクル思考は極めて重要である。筆者は上述の考え

のもと，物質フロー分析 (MFA)やライフサイク

ルアセスメント (LCA) を中心としたライフサイ

クル思考に基づく手法を用いて 環境影響の体系的

な理解と解析を目指した研究を行ってきた。

図1に，筆者が上記の考えのもとに行ってきた研
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lの供給側
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究の位置づけを示す。研究では 資源・エネルギー

の供給側である「地域」と資源・エネルギーの需要

側である「生活」に それぞれ視点をおいたケース

スタデイを行ってきた。これは 持続可能な社会の

構築には資源・エネルギー消費量の最小化が重要で

あり，そのためには供給側と需要側のそれぞれの側

から資源・エネルギーの消費量を抑制することが第

ーであるという考えである。これに基づき，資源・

エネルギーの供給側においては，地域の資源循環解

析 1-10)やバイオマスのエネルギー利活用の評価 11-13)

を行ってきた。また 資源・エネルギーの需要側に

おいては，消費者のライフスタイルを対象とした評

価 14-17)を行ってきた。次章以降では，筆者がこれ

まで、に行ってきた主要な研究を地域の視点と生活の

視点に分けて，それぞれ概要を説明する。

1) 地域の視点

資源循環圏の評価

2.研究業績
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図 1 研究の位置づけ
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おける取り組みが重要である。この認識のもと，地

域の資源循環構造を定量的に解析するとともに，循

環型地域社会を実現するための方法を提案するため

の手法を開発した。筆者が先ず取り組んだのは，地

域内の廃棄物の発生分布をもとに，廃棄物処理施設

をどの位置にどのくらい設置すれば廃棄物の輸送距

離が最小化されるかを検討した研究である。これは，

いわゆる資源循環圏の考えに繋がるものであるとい

える。研究では，愛知県で発生する紙くずや鉄くず

を対象とし，地理情報システム (GIS)，グラフ理論，

遺伝的アルゴリズム等の手法を組み合わせて評価を

行った 1-2)。

続いて，資源循環構造を体系的に把握し，循環型

社会の形成度合いを評価，検討するための手法の開

発に取り組んだ。これを目指すため，産業，家庭等

の部門への(からの)原材料，製品，廃棄物等の物

物リ京材料

質仲間・最終製品
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質の投入量(産出量)，そして部門間での物質の投

入産出構造を表形式で把握・解析可能なマテリアル

バランス表を開発した(図2)3 -5)。本表は国民経

済計算体系 (SNA)産業連関表をベースとして開

発しており，例えばごみ排出抑制等を実施した場合

の波及効果を，投入産出式を用いて分析することが

可能である。研究成果の一例として，図3は，名古

屋市における 1998年度と 2001年度の物質フローの

評価結果である。名古屋市は 1999年に「ごみ非

常事態宣言」を発令し，ごみ分別を徹底した。結果

として最終処分量は大幅に削減されたが，これを物

質フローでみてみると ごみのリサイクルや最終処

分を名古屋市外に依存することでごみ処理対策が成

り立っていることが伺える(図3)。また，パーソ

ナルコンビュータの大部分が中国で製造されている

ことに着目し， 日本で排出された廃PCを中国に輸

環境負荷
総計 | 

物質

図2 マテリアルバランス表

名古屋市

単位千t

・1:全国の値は、名古屋市の値を引いている
勺:一部2000年の値を用いている

注釈:数字は2001年度の値(カッコ内の数字は 1998年度)である。

図3 名古屋市内外の物質フロー

全国
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出してリサイクルすることを想定した場合の，国際

的な C02削減効果の評価にも取り組んだ 6)。

ごみ処理システム

筆者はまた，資源循環を構成する重要な要素で

あるごみ処理システムを対象として.LCA手法を

用いてごみ処理に伴う環境影響評価を行った 7-10)。

例えば，岩手県某地域を対象としたごみ処理広域化

のケーススタデイでは 数理最適化モデルを用い

てCO2排出量と最終処分量をバランスよく削減す

るための方法論を提案したト9)。結果の一部は，当

該自治体のごみ処理計画に反映されている。さら

に，ごみからのエネルギ一回収 (Waste-(0-Energy ) 

の可能性にも着目し LCAの考え方を用いて積極

的なエネルギ一回収によりごみ焼却に伴うカーボン

フットプリントをゼロにするための理論的条件を明

らかにした 10)。

再生可能エネルギーシステム

筆者は木質バイオマスのエネルギー利活用にも着

目し，人工林の間伐から燃料加工，石炭火力発電

所での石炭混焼までのライフサイクルを考慮した

C02削減効果を検討した。和歌山県某地域を対象

として.GISにより人工林の空間分布を明らかに

するとともに，木材の伐採・運搬，燃料加工，流通

等に関する実験データを用いてインベントリ分析を

行った。その結果.C02は特に燃料加工において

多く排出されるものの，石炭使用量の削減効果によ

り，ライフサイクル全体で大幅な C02の削減が期
待できることがわかった 11)。

続いて，ライフサイクルの社会的側面にも着目し

た研究を行った。例えば，木質バイオマスの生産に
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は雇用の安定確保も必要不可欠であると認識し，他

産業の余剰人員を林業に移し 林業の業務に従事し

てもらうという人材移転の考え方を提唱した。これ

を建設業に適用し，建設業から林業への人材移転の

可能性について検討した。この際，間伐材の集材・

運搬等に必要となるスキルと建設業の作業内容と比.

較し作業内容とスキルが類似している場合は人材

移転が可能と考えた。切捨間伐材の集材・運搬に必

要な人員数，建設業の余剰人員数を推計し，上記の

方法で比較を行った結果，全国で約 12，140人が人

材移転可能であることがわかった 12)。また，農業

従事者数が減少，高齢化していることにも着目し，

農業従事者数の将来変化が農畜産系バイオマス生産

量に及ぼす影響の評価も行った 13)。

2) 生活の視点
地域を対象とした研究と平行して，家庭での取り

組みを対象とした評価を行っている。例えば，白

熱電球から電球形LEDランプへの切り替えに伴う

C02削減効果や経済性を評価した 14-15)。この評価

のため，アンケート調査により家庭の用途別(居間，

キッチン等)での電球使用本数や使用する電球の種

類.1日あたりの使用時間等を明らかにした。また，

これを踏まえて白熱電球から電球形LEDランプへ

の切り替え結果を試算した結果，一戸あたり年間で

約41kg(集合住宅).約73kg(戸建住宅)の C02

削減が可能であることがわかった(図4)15)。

また，生活行動が環境影響に及ぼす効果について

も分析している。例えば，ごみの排出抑制に関する

意識調査やごみ排出抑制対策の実施による C02削

減効果の推計 16) 消費者の節約行動とリバウンド

集合住宅

四電球形LEDランプ

日直管蛍光ランプ形LEDランプ

図4 光源問晶の切り替えによる LCC02の変化
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効果に伴う C02排出量増加の可能性に関する検討
にも携わっている 17)。

3.今後の取り組み~地域と生活の融合~

以上は地域と生活に視点を当てた研究であるが，

現在は，地域と生活の視点を融合させて，環境的・

経済的・社会的な側面から包括的な評価を行うため

の研究を展開している。その一例が，南海トラフ巨

大地震等の今後発生しうる自然災害を事例とした，

災害廃棄物発生量の事前予測や発生後の処理に関す

る研究である。我が国は自然災害が非常に多い国で

ある。持続可能な社会を構築していくために，自然

災害やそれに伴い発生する災害廃棄物を避けること

はできない。災害廃棄物の処理は，国・自治体の責

務である。しかし発災の場所によって，家庭が廃

棄物発生源になるケースも多いと想定される。その

場合，災害廃棄物の撤去や分別等には地域住民の協

力が欠かせない。また，防災の観点からも地域住民

の協力は必要不可欠である。本研究を通じて，地域

や家庭における役割の明確化を目指していきたいと

考えている。
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